
 

 

 

「訪問介護サービス」 

重要事項説明書・利用契約書 

 

 

 

 

当事業所は、ご契約者様に対して訪問介護サービスを提供します。 

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意頂きたいことを 

次の通り説明します。 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

静岡県指定 2270600642 号 

訪問介護事業所 

ヘルパーステーション やすひさ 

 

有限会社 富 南 
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《 重要事項説明書 》 
 

当事業所が提供する訪問介護サービスの内容に関し、利用者及びご家族に説明すべき 

重要事項は、次のとおりです。 

 

第 １ 条（事業者の概要） 

 

第 ２ 条（事業所の概要） 

※第三者機関よる外部評価は実施致しておりません。 

第 ３ 条（職員の概要）             令和 7 年 8 月 20 日 現在 

職 種 常 勤 員 数 非 常 勤 員 数 

管 理 者           １人          人   

サービス提供責任者            ４人   １人   

介 護 福 祉 士           １６人   ７人   

介護福祉士以外のホームヘルパー ９人   ４人   

事  務  員            １人   人   

 

第 ４ 条（サービス提供時間） 

営業日 (サービス提供） 年中無休（２４時間） 

営 業 受 付 時 間 ９：００ ～ １８：００ 

事 業 者 名 称 有限会社 富 南 

事 業 者 所 在 地 静岡県三島市安久３０２番地の３ 

電 話 番 号 TEL： 055-982-0770 

代 表 者 名 代表取締役 秋 山 信 治 

介護保険事業所番号 静岡県 2270600642 号 

指 定 年 月 日 平成１９年１１月 １ 日 

事 業 所 名 称 ヘルパーステーション やすひさ 

事 業 所 所 在 地 静岡県三島市安久６５８番地の６ 

電話番号・Fax 番号 TEL： 055-982-0771  Fax： 055-941-7418 

代 表 者 名 管理者兼サービス提供責任者 岩田 ひとみ 

サービス提供実施地域 

 三島市・伊豆の国市・沼津市大平地区・ 

 函南町・清水町 

※（上記の地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。） 



   

第 ５ 条（利用料金） 

１．訪問介護サービス利用料（要介護１から５）の場合それぞれの訪問介護サービスに 

ついて、平常の時間帯（午前８時から午後６時）での、１回の料金は次の通りです。 

 ＜身体介護サービス＞（対象者：要介護１から５）       （例：１割負担の場合） 

区 

分 
サービスに関する時間 20 分未満 

20 分以上 

30 分未満 

30 分以上 

60 分未満 

60 分以上 

90 分未満 

90 分以上 

（30 分毎に） 

身

体

介

護 

利 用 料 金 
1,664 円 

(163 単位) 

2,491 円 

(244 単位) 

3,951 円 

(387 単位) 

5,789 円 

(567 単位) 

837 円 

(82 単位) 

うち、介護保険から 

給付される金額 
1,498 円 2,242 円 3,556 円 5,210 円 753 円 

サービス利用に係る 

自己負担額(1－2) 
166 円 249 円 395 円 579 円 84 円 

＜生活援助サービス＞（対象者：要介護１から５）       （例：１割負担の場合） 

区 

分 
サービスに関する時間 

20 分以上 

45 分未満 
45 分以上 

（身体介護に引き続き生活援助を行う場合） 

20 分以上 45 分以上 70 分以上 

生 

活 
援 

助 

利 用 料 金 
1,828 円 

(179 単位) 

2,246 円 

(220 単位) 

664 円 

(65 単位) 

1,323 円 

(130 単位) 

1,991 円 

(195 単位) 

うち、介護保険から 

給付される金額 
1,645 円 2,022 円 598 円 1,191 円 1,792 円 

サービス利用に係る 

自己負担額（4－5） 
183 円 224 円 66 円 132 円 199 円 

 

※三島市は地域区分が「７級地」であるため、単位数に１０.２１円を乗じた金額が料金となっています。

なお、自己負担は、料金の１割、２割若しくは 3 割です。 

※上記料金は、１回あたりの目安を表示したものです。 

１ヶ月の合計で計算した場合、小数点以下の端数処理の関係で、差異が生じる場合があります。 

 

∇ 利用者は、事業所に対し原則として、この契約に基づく訪問介護の提供（介護保険適 

用部分）に要する費用の１割、２割若しくは 3 割を支払います。 

但し、利用者の被保険者証に支払い方法の変更の記載（利用者が保険料を滞納してい 

るため、償還払いになる旨の記載）があるとき等は、利用者は、一旦費用の全額を事 

業所に支払います。利用者が費用の全額を事業所に支払った場合、事業所は利用者に 

サービス提供証明書を発行します。利用者は、この証明書を後日、当該市町村の窓口 

に提示すれば、９割、８割若しくは 7 割の払い戻しを受けることができます。 

介護保険の適用範囲を超えた部分のサービスについては、全額自己負担となります。 

∇ 身体的状況等やむを得ない事情で、かつ、利用者及びご家族の同意を得て訪問介護員 

が２人で訪問介護サービスを行った場合は、２人分の料金になります。 



２．加算等 

イ、特定事業所加算(Ⅰ) 

所定単位数の ２０／１００ 加算 (1 回あたり) 

□ロ、特定事業所加算(Ⅱ) 

   所定単位数の １０/１００ 加算 (1 回あたり) 

□ハ、特定事業所加算(Ⅲ) 

   所定単位数の １０/１００ 加算 (1 回あたり) 

□ニ、特定事業所加算(Ⅳ) 

   所定単位数の ３/１００  加算 (1 回あたり) 

 □ホ、特定事業所加算(Ⅴ) 

    所定単位数の 3/１００  加算 (1 回あたり) 

  ＜加算要件＞ 

  特定事業所加算はサービスの質の高い事業所を積極的に評価する観点から、人材の質

や確保や介護職員の活動環境の整備、重度要介護者への対応などを行っている事業所

に認められる加算です。 

 

イ. 介護職員等処遇改善加算（Ⅰイ） 

所定単位数の ２７０／１，０００ 加算 (1 月につき) 

□ロ、介護職員等処遇改善加算(Ⅰロ) 

    所定単位数の２８７/１，０００ 加算 (1 月につき) 

 □ハ、介護職員等処遇改善加算(Ⅱイ) 

    所定単位数の ２４９/１，０００ 加算 (1 月につき) 

 

□ニ、介護職員等処遇改善加算(Ⅱロ)  

所定単位数の ２６６／１，０００ 加算（1 月につき）  

□ホ、介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)   

所定単位数の ２０７／１，０００ 加算（1 月あたり） 

 

□へ、介護職員処遇改善加算(Ⅳ)  

所定単位数の １７０/１，０００加算（1 月あたり） 

 ※各介護職員処遇改善については基本サービス費に各種加算・減産を加えた総単位

数で算定とする。 

＜加算要件＞ 

介護職員等処遇改善加算は介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上

等の取り組みを行う事業所に認められる加算です。介護職員等処遇改善加算は区

分支給限度基準額の対象外となります。 



イ、初回加算 

２００ 単位 (最初の 1 月につき) 

＜算定要件＞ 

初回加算は、新規に訪問介護計画を作成したご利用者様に対して、初回に実施した

指定訪問介護と同月内に、サービス提供責任者が、自ら指定訪問介護を行う場合又

は他の訪問介護職員等が指定訪問介護を行う際に同行訪問した場合に加算します。 

ロ. 緊急時訪問介護加算 

１００ 単位 (1 回の要請に対して 1 回) 

＜算定要件＞ 

緊急時訪問介護加算は、ご利用者様やそのご家族様等からの要請を受けて、サービ

ス提供責任者が介護支援専門員と連携を図り、介護支援専門員が必要と認めた時に、

訪問介護員等が居宅サービス計画にない指定訪問介護(身体介護)を行った場合に加

算します。 

ハ. 夜間・早朝・深夜訪問時加算 

   ・早朝（午前 ６時 ～ 午前 ８時まで） ： ２５％加算となります。 

   ・夜間（午後 ６時 ～ 午後１０時まで） ： ２５％加算となります。 

   ・深夜（午後１０時 ～ 午前 ６時まで） ： ５０％加算となります。 

※平常の時間帯（午前８時から午後６時）以外の時間帯で、サービスを行う場合に 

は、利用料金に割り増し料金が加算されます。割り増し料金は、介護保険の支給 

限度額の範囲内であれば、介護保険給付の対象となります。 

 

３．減算等 

イ. 同一建物減算（Ⅰ）  

所定単位数の ９０／１００ ＝ 所定単位数の１０％減算 

  事業所と同一建物に居住する者又は、これ以外の同一建物の利用者２０人以上に 

サービスを行う場合。 

 

４．その他の料金 

イ. 交通費 

当事業所での通常事業の実施地域にお住まいの方は、交通費は無料です。 

それ以外の地域にお住まいの方は、実施地域を超える部分について、訪問介護員が 

利用者を訪問するための交通費（１㎞あたり１００円）を支払っていただきます。 

ロ. キャンセル料 

利用者のご都合により当日キャンセルした場合には、下記の料金を頂きます。 

キャンセルする場合は、至急当事業所に連絡してください。 

・ご利用日の前日午後５時までに、ご連絡いただいた場合 



・・・無料 

・前日の午後５時以後に、ご連絡いただいた場合 

・・・当日の利用料金の１０％（自己負担相当額） 

ハ. その他の費用 

訪問介護を提供するため、利用者のお宅で使用する水道、ガス電気等の費用は、 

利用者の負担となります。                             

５．料金の支払い方法 

利用者が当事業所に支払う料金の支払い方法については、月毎の精算とします。 

毎月１５日までに、前月分ご利用いただいたサービス利用料金の請求をしますので、 

月末日までにお支払いください。 

支払い方法は、〖銀行引落し・銀行振込・現金集金〗の中から、ご契約の際にお選び 

ください。銀行振込の場合、振込手数料は利用者様負担となります。 

 

第 ６ 条（サービスの利用方法） 

１．利用開始 

（１） 当事業所に電話でお申し込みください。担当職員が利用者のお宅にお伺いし 

当事業所の訪問介護の内容についてご説明します。 

（２） この『重要事項説明書』により、利用者からの同意を得た後に、契約を結び、 

当事業所のサービス提供責任者が、「訪問介護計画書」を作成し、サービスの提 

供を開始します。当事業所の訪問介護の内容についてご説明します。 

（３） 利用者が、「居宅サービス計画書」の作成を依頼している場合は、事前に、居宅 

介護事業所へと、この旨をお申し出ください。 

（４） 当事業所は、利用者に係る「居宅サービス計画書」が、作成されている場合、 

それに沿って利用者の「訪問介護計画書」を作成するものとします。 

（５） 当事業所は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、利用者の担 

当の介護支援専門員、地域包括支援センターに連絡するなど、必要な援助を行 

います。 

第 ７ 条（サービスの内容） 

  当事業所が利用者に提供する訪問介護サービスは以下のとおりです。 

〖身体介護〗 

① 起床介助   ② 就寝介助   ③ 排泄介助   ④ 整容介助   

⑤ 食事介助   ⑥ 衣服の着脱   ⑦ 清拭     ⑧ 体位交換   

⑨ 服薬管理   ⑩ 入浴介助   ⑪ 通院介助   ⑫ その他の身体介護 

〖生活援助〗 

① 調理     ② 洗濯     ③ 掃除     ④ 買い物   

⑤ 薬の受取   ⑥ 衣服入替   ⑦ その他の生活援助 



    ∇ サービスのうち、身体介護・生活援助等を、「訪問介護計画」に従って提供しま

す。 

∇ サービスの提供は、懇切丁寧に行い、サービスの提供方法等について、利用者 

に分かりやすいように説明します。 

∇ サービスの提供に用いる設備、器具等については、安全・衛生に対して、常に 

注意を払い、特に、利用者の身体に接触する設備、器具については、サービス 

毎に消毒したものを使います。 

 

第 ８ 条（担当の職員） 

職員は常に身分証明書を携帯しているので、必要な場合は提示をお求めください。 

（１） 専任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不適 

当と認められる事情、その他交替を希望する理由を明らかにして、事業所に対し 

て訪問介護員の交替を申し出ることができます。 

但し、利用者から特定の訪問介護員の指名はできません。 

（２） 当事業所は、利用者の担当の訪問介護員が退職する等、正当な理由がある場合に 

限り、担当の訪問介護員を変更することができます。 

 

第 ９ 条（緊急時・事故発生時の対応方法） 

（１） 利用者に対するサービスの提供により、緊急時や事故が発生した場合は、速やか 

に利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

（２） 利用者に対するサービスの提供により事故が発生し、損害が発生した場合は、不 

可抗力による場合を除き、速やかに利用者に対して損害を賠償します。 

但し、利用者に重大な過失がある場合は、賠償額を減額することができます。 

（３） 事故が生じた際には、その原因を解明し、再発防止のための対策を講じます。 

（４） 急を要する場合は、事業所の判断により救急車を要請し、事後報告となる場合も 

あります。 

（５） サービスの提供中に利用者に容体の変化があった場合は、速やかに利用者の主治 

医又は医療関係へ連絡を行い、医師の指示に従います。 

 

【利用者の主治医】  

＜  氏  名  ＞ 

                                 

＜医療機関名称＞ 

                                 

＜所 在 地＞ 

                                 



＜電 話 番 号＞ 

                                 

                   

【緊 急 連 絡 先】 

＜氏名・(続柄)＞ 

                           （    ） 

＜  住  所  ＞ 

                                 

＜電 話 番 号＞ 

                                    

《事故防止対応フローチャート》 

                           主治医に連絡 

事故発生   管理者に連絡   応急処置     ご家族様に連絡   病院に搬送 

応急的対応      状況を伝達      身体的異常が観察された場合  ケアマネに連絡 

事故防止   事故処理簿記録   解決策の実施   原因調査・解決策    

 

第１０条（苦情処理対応） 

利用者又はその家族は、当事業所の訪問介護の提供について、いつでも苦情を申し立てる

ことができます。事業所は、これを理由に利用者に対し、一切の差別待遇をしません。 

【当事業所における相談・苦情の受付】 

《苦情・相談受付窓口》（担当）管理者・サービス提供責任者 電話番号 ０５５-９８２-０７７１ 

《事業者統括苦情・相談受付窓口》         電話番号 ０５５-９４１-７２７３ 

【行政機関における相談・苦情の受付】 

《三島市社会福祉部長寿介護課》          電話番号 ０５５-９８３-２６０７ 

《函南町福祉課高齢者福祉係》           電話番号 ０５５-９７９-８１２６ 

   



《伊豆の国市長寿福祉課 》            電話番号 ０５５-８７６-８０１１ 

《清水町福祉介護課介護保険係》          電話番号 ０５５-９８１-８２１３ 

《沼津市役所市民福祉部長寿福祉課》        電話番号 ０５５-９３４-４８３４ 

《静岡県国民健康保険団体連合会 苦情相談》     電話番号 ０５４-２３５-５５９０ 

《苦情解決対応フローチャート》 

利用者様及びご家族様・職員     苦 情     苦情受付     苦情受付担当

者 

      一次対応      受付書への記入 

情報開示 

結果報告             苦情処理対策会議        苦情対応 

予防策の検証・実施                           管理者が担当 

 

 

第 11 条（虐待の防止のための措置）  

利用者の人権の擁護、虐待防止等のため、次の措置を講じます。 

(1) 虐待防止に関する責任者 管理者 岩田 ひとみ 

(2) 成年後見制度の利用支援 

(3) 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修実施 

(4) 虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催及びその結果

について従事者への周知徹底 

 

第 12 条（身体拘束の適正化に関する事項） 

(1) サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を 

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動

を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）と行いません。 

  

 



(2) やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録す

るものとします。 

  

第 13 条(業務継続計画の策定、災害時、非常時のサービス対応) 

 (1)事業者は、感染症や非常災害の発生時において、ご利用者様に対する指定

訪問介護サービスの提供を継続的に実施するため、事業計画又は早期再開

に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練(シュミレーション)を年 2 回以上

実施します。 

 (2)大規模な自然災害や火事等の被災、感染症発生などの非常事態によりご利

用者様や事業所の職員、その他関係者の安全を確保する事を念頭に事業所

の運営を行う場合があります。 

 

第 14 条(感染症の予防及びまん延防止のための設置) 

 事業者は、感染症の予防及びまん延防止のために、次にあげるとおり必要な 

設置を講じます。 

 (1)感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね 6 月に

1 回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図ってい

ます。 

(2)感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備し、研修を定期的に実施

することで、従業者が必要な知識を習得するための設置を適切に講じます。 

 

第 15 条（生産性向上や協働化に係る取り組み） 

(1)厚生労働省が示している「生産性向上ガイドライン」に基づき、業務改善活

動の体制構築（委員会やプロジェクトチームの立ち上げ、外部の研修会の活

用等）を行っている。 

(2)現場の課題の見える化（課題の抽出、課題の構造化、業務時間調査の実施

等）を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                       令 和   年   月   日 

 

 

利用者及び代理人に対して、重要事項の説明を行いました。 

 

 【事 業 所】 

 ＜ 所 在 地 ＞   静岡県三島市安久６５８番地の６ 

 ＜ 名  称 ＞   ヘルパーステーション やすひさ 

＜ 管理者兼サービス提供責任者 ＞   岩田 ひとみ     ㊞ 

 

 【説 明 者】      

 ＜部署・職務＞ ヘルパーステーション やすひさ 

              サービス提供責任者           

＜ 氏  名 ＞                       

                               ㊞  

 

 

 

 私は、本書面により、事業所から重要事項の説明を受けました。 

 

 【利 用 者 様】 

＜ 住  所 ＞ 

                                  

 ＜ 氏   名 ＞                       

                               ㊞  

 

 【代 理 人 様】 

＜ 住  所 ＞ 

                                  

 ＜ 氏   名 ＞                       

                               ㊞  

 

 

 

 



 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
             １ 



 

「訪問介護サービス」 

利用契約書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

静岡県指定 2270600642 号 

訪問介護事業所 

ヘルパーステーション やすひさ 

 

 

有限会社 富 南 

 
 



い 

《 訪問介護サービス 利用契約書 》 

 

 

 

ご利用者                様（以下「利用者」といいます）と、 

『 有限会社 富南 』（以下｢事業者」といいます）が、運営する 

『 ヘルパーステーション やすひさ 』（以下「事業所」といいます）は、 

事業所が利用者に対して提供する訪問介護について、次のとおり契約します。 

 

第 １ 条（契約の目的） 

この契約は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ、自立した

日常生活を営むことができるよう、事業所が利用者に対し、入浴、排泄、食事の介護、そ

の他の生活全般にわたるサービスの提供を行うことを目的として行う、訪問介護について

定めます。 

 

第 ２ 条（訪問介護の内容） 

１．事業所は、介護福祉士、訪問介護員養成研修１～２級課程を終了した者（以下「訪問 

 介護員」といいます）を利用者の居宅に派遣し、『重要事項説明書』に定める内容の訪

問 

介護を提供します。 

２．事業所は、訪問介護の提供に当たっては、利用者の要介護状態区分に従って、また利 

用者の被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会の意見に 

配慮して、利用者に訪問介護を提供します。 

 

第 ３ 条（契約期間） 

１．この契約の期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日までとし 

 ます。但し、利用者の契約時の要介護認定有効期間の満了日が、契約期間満了日より前 

に到来し、要介護認定が更新される場合は、更新後の要介護認定有効期間の満了日を、 

この契約期間の満了日とします。 

２．前項の契約満了日の７日以上前までに、利用者から文書による解約の申し出がないと 

きは、この契約と同一期間同一内容にて、更に契約が更新されます。更新後の契約につ 

いても第１項の但し書きが適用されます。 

 

第 ４ 条（訪問介護計画） 



１．当事業所のサービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて 

 訪問介護計画を作成します。 

２．サービス提供責任者は、訪問介護計画を作成したときは、利用者又はその家族に訪問 

介護計画の内容を説明し、交付します。 

３．サービス提供責任者は、訪問介護計画作成後においても、当該訪問介護計画実施状況 

の把握を行い、必要に応じて当該訪問介護計画の変更を行います。 

 

第 ５ 条（居宅サービス計画変更の援助） 

  事業所は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、利用者の担当の介護支

援専門員に連絡するなど必要な援助を行います。 

 

第 ６ 条（訪問介護計画の決定・変更） 

１．事業所は、利用者に係る居宅サービス計画が作成されている場合には、それに沿っ 

て利用者の訪問介護計画を作成するものとします。 

２．事業所は、利用者に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、訪問介護 

計画の作成を行います。その場合に、事業所は、利用者に対して、居宅介護支援事業 

者を紹介する等居宅サービス計画作成のために必要な支援を行うものとします。 

３．事業所は、訪問介護計画について、利用者及びその家族等に対して説明し、同意を 

得た上で決定し交付します。 

４．事業所は、利用者に係る居宅サービス計画が変更された場合、もしくは利用者及び 

その家族等の要請に応じて、訪問介護計画について変更の必要があるかどうかを調査 

し、その結果、訪問介護計画を変更する必要があると認められた場合には、利用者及 

びその家族等と協議して、訪問介護計画を変更するものとします。 

５．事業所は、訪問介護計画を変更した場合には、利用者に対して書面を交付し、その 

内容を確認するものとします。 

 

第 ７ 条（緊急時等の対応） 

  訪問介護員は、訪問介護の提供時に、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な 

 場合は、速やかに利用者の主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じます。 

 

第 ８ 条（秘密保持義務） 

１．事業者・事業所及び従業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者又 

 は、その家族の秘密を保持する義務を負います。 

２．事業者・事業所は、従業者が退職後、正当な理由がなく在職中知り得た利用者又は、

その家族の秘密を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 

３．事業所は、利用者やその家族の個人情報を用いる場合は、当該利用者及び家族から、 



文書による同意を得ない限り、サービス担当者会議等において利用者又は、その家族の 

個人情報を使用できません。 

 

第 ９ 条（利用料金） 

１．利用者は、事業所に原則として、この契約に基づく訪問介護に要する費用の１割、２

割若しくは 3 割を支払います。但し、利用者の被保険者証に、支払い方法の変更の記載

（利用者が保険料を滞納しているため、償還払いになる旨の記載）があるとき等は、利

用者は一旦費用の全額を事業者に支払います。 

２．利用者は、介護保険の適用範囲を超えた部分のサービスの利用については、費用の全 

 額を事業者に支払います。 

３．第１項の但し書きにより、利用者が費用の全額を事業所に支払った場合、事業所は、 

その利用者にサービス提供証明書を発行します。利用者は、この証明書を後日、当該市 

町の窓口に提示すれば、９割、８割若しくは 7 割の払い戻しを受けることができます。 

４．事業所は、利用者の希望により、通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して 

 訪問介護を提供する場合には、実施地域を超える部分について交通費の支払いを利用者 

に請求できます。 

５．事業所は、訪問介護の提供に当たっては、予め利用者及びその家族に対し、当該サー 

ビスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ます。 

 

第１０条（利用料金の支払い方法） 

１．利用者は、事業所が提供するサービスの対価として、『重要事項説明書』に定める利

用 

料金の合計額を、月毎に支払います。 

２．事業所は、当月の利用料金の合計額の請求書を、翌月１５日までに、利用者に送付し 

ます。 

３．利用者は、当月の利用料金の合計額を、翌月末日までに支払います。 

４．事業所は、利用者から利用料金の支払いを受けたときは、その利用者に領収書を発行 

します。 

 

第１１条（契約の終了） 

１．利用者は、事業所に対し、いつでも１週間以上の予告期間をもって、この契約を解約 

することができます。 

２．次の事由に該当する場合は、利用者は、文書で通知することにより、直ちにこの契約 

を解約する事ができます。 

（１） 事業所が、正当な理由なくサービスを提供しないとき。 

（２） 事業所が、守秘義務に違反したとき。 



（３） 事業所が、社会通念に逸脱する行為を行ったとき。 

（４） 事業所が、破産したとき。 

 

３．事業所は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し、１４日間の予告期間を 

 おいて理由を示した文書で通知することにより、この契約を解除することができます。 

４．事業所は、次の事由に該当する場合には、文書で通知することにより、直ちにこの契 

約を解約することができます。 

（１） 利用者が、事業所に支払うべきサービスの利用料金を、１ヶ月以上滞納し、期限 

を定めて再三催告したにもかかわらず、その期限までにサービス利用料の支払い

が 

ないとき。 

（２） 利用者が、この契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めるとき。 

５．次の事由に該当する場合、この契約は自動的に終了します。 

この場合、損害賠償義務は発生しないものとします。 

（１） 利用者が、介護保険施設に入所又は、入院した場合。 

（２） 利用者の要介護認定区分が、非該当（要支援１若しくは２・事業対象）と認定さ 

れた場合。 

（３） 利用者が死亡した場合や、被保険者資格を喪失した場合。 

 

第１２条（損害賠償） 

１．事業所は、サービスの提供により事故が発生した場合は、市村、利用者の家族、利用 

者にかかわる居宅介護支援事業所等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２．事業所は、サービスを提供する上で、この契約の条項に違反し、又は、事業所の責に 

帰すべき事由により利用者の生命、身体、財産等に損害を与えた場合には、その損害を 

速やかに賠償する義務を負います。但し、利用者に故意又は過失が認められる場合に

は、 

利用者の置かれた心身の状況を斟酌し損害賠償の責に任じます。 

 

第１３条（情報の保存） 

  事業所は、利用者に対するサービスの提供に関する書類等を整備し、この契約が終了後

２年間保存します。 

 

第１４条（居宅介護支援事業者等との連携） 

１．事業所は、サービスの提供に当たり、居宅介護支援事業所や、その他の保健医療サー 

 ビス、福祉サービスを提供する者と密接な連携に努めます。 

２．事業所は、サービスの提供の終了（解約の場合も含みます）に際しては、利用者又は 



 その家族に対して適切な指導を行うとともに、終了の旨の内容を速やかに居宅介護支援 

 事業所に連絡します。 

 

 

 

第１５条（苦情処理） 

１．利用者又はその家族は、事業所が提供した訪問介護サービスに関する苦情がある場合 

は、いつでも『重要事項説明書』に記載されている苦情相談担当窓口に、苦情を申し立 

てることができます。事業所は、苦情が申し立てられたときは、迅速かつ適切に対応す 

るとともに、必要な措置を講じます。 

２．利用者は、事業所より提供されたサービスに関して苦情がある時は、事業所、市町、 

国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。 

３．事業所は、利用者又はその家族が苦情申し立てをした場合に、これを理由に利用者に 

対し、一切の差別待遇をしません。 

 

第１６条（裁判管轄） 

 利用者及び事業者は、この契約に関して止むを得ず訴訟となる場合は、事業者の住所地 

を管轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

第１７条（その他） 

１．この契約に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令に従い、利用者及 

 び事業者・事業所の信義に従い誠実に協議して決定します。 

２．この契約書は、介護保険法に基づくサービスだけを対象としたもので、そのサービス 

以外を利用者が希望する場合には、別途契約が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 この契約を証するため、本書２通を作成し、利用者及び代理人と事業所が 

署名押印の上、それぞれ１通ずつ保有するものとします。 

 

 

〖契約締結日〗  

令 和   年   月   日 

 

〖契約者氏名〗 

 【利 用 者 様】 

＜住 所＞ 

                                  

 ＜氏 名＞                       

                               ㊞  

 

 【代 理 人 様】 

＜住 所＞ 

                                  

 ＜氏 名＞                       

                               ㊞  

 

 

 【事 業 者】 

 ＜事 業 者 名＞   有限会社 富 南  

 ＜住 所＞   静岡県三島市安久３０２番地の３ 

 ＜代 表 者 名＞   代表取締役 秋 山 信 治      ㊞ 

 

【事 業 所】 

＜事業所番号＞   静岡県指定 2270600642 号 

＜事 業 所 名＞   ヘルパーステーション やすひさ 

 ＜住 所＞   静岡県三島市安久６５８番地の６ 

 ＜管理者兼サービス提供責任者＞  岩田 ひとみ      ㊞ 

 



《 個人情報の使用に係る説明 》 

 

 

記 

（使用する目的） 
事業所が介護保険法に関する法令に従い、利用者のための介護サービス計画に沿って、円

滑なサービス提供を実施するために行う担当者会議等において、サービス提供困難時にお

ける介護支援専門員とサービス事業者との連絡調整等において、医療上緊急の必要性が生

じた場合において主治医等への連絡等において、当事業所にて、介護職員養成学校からの実

習をする場合において、必要に応じ使用します。 

 

（使用にあたっての条件） 

① 個人情報の提供は、上記にある目的の範囲内で必要最小限で、情報提供の際は、関係 

者以外には決して洩れる事のないよう細心の注意を払うこと。 

② 事業所は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録しておくこと。 

③ 第三者への提供で利用するサービス事業所への提供・国保連合会へ介護報酬の請求の 

ための提出や、コンピューター保守の為データーの提供について提供の手段又は、方法 

として、手渡し・ＵＳＢメモリー等・ＦＡＸ・電話などを用いる。 

④ 場合によって、本人の申し出により第三者への提供を差し止める事ができる。 

⑤ この守秘義務は、利用期間終了後も継続します。 

 

（使用期間） 

 要介護認定の有効期間満了日までとします。又自動更新後も同様とします。 

 

（個人情報の内容） 

◆ 氏名、生年月日、年齢、住所、健康状態、病歴、家族状況等、事業所が介護サービ 

 スを行うために、最低限必要な利用者や家族個人に関する情報 

◆ その他、上記の内容以外に必要な情報については、本人又は、家族に了承を得る。 

 

※「個人情報」とは、利用者個人及びそのご家族等に関する情報であって、特定の個人が識

別され、又は識別され得るものを言います。 

 

                                      以上 



《 個人情報の使用に係る同意書 》 

 

 

令 和  7 年   月   日 

 

 

有限会社 富 南 

代表取締役 秋山 信治 殿 

 

 

私（利用者及びその家族等）の個人情報については、前頁に記載するところ 

により、『ヘルパーステーション やすひさ』に対し必要最小限の範囲内で使用

又は提供することを同意します。 

 

同意したことを証する為に、署名捺印をした上で提出します。 

 

 

【利 用 者 様】 

＜住 所＞ 

                                   

  ＜氏 名＞                       

                                ㊞  

 

 【家族代表者様】 

＜住 所＞ 

                                   

  ＜氏   名＞                       

                                ㊞  

 

【代 理 人 様】 

＜住 所＞ 

                                   

  ＜氏 名＞                       

                                ㊞  

  



 


